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報道関係各位 

平成３０年４月１９日 

国立大学法人東京医科歯科大学 

 株式会社日立製作所 

「TMDUオープンイノベーション制度」に基づく 

東京医科歯科大学と日立製作所の連携について 

―難病診断支援技術の体系化により医療の高度化・効率化をめざす― 

 

国立大学法人東京医科歯科大学（学長：吉澤 靖之／以下、東京医科歯科大学）と株式会社日立製作所

（執行役社長兼 CEO：東原 敏昭／以下、日立）は、2018 年 4 月 19 日付けで「TMDU*1オープンイノベーション

制度」に基づく連携協定を締結し、本年度より、難病診断支援を中心に、医療・健康分野における研究開発や

事業および人材の教育や育成等に関する取組みを、戦略的かつ柔軟に実施していくこととなりました。 

 

大学の研究開発能力等を活用する「オープンイノベーション型」の産学連携が提唱されている中で、政府の

成長戦略でも産業界から大学への積極的な投資が推奨されています。そのためには、従来型の共同研究の

手法等を前提とした産学の連携関係を、産業界が「投資」の判断を行い得る関係の構築にまで発展させる必要

があります。こうした現状や課題に対し、東京医科歯科大学は、これまで複数の企業との間で「包括的な連携

関係」の構築に取り組んできた経験や実績を踏まえ、2017 年度に、企業との「連携の方向性」や「研究の進捗

管理」についてより組織的・戦略的に関与する「TMDU オープンイノベーション制度」を発足させました。 

 

今回の東京医科歯科大学と日立との連携は、この「TMDU オープンイノベーション制度」に基づく新たな連携

としては、最初のものとなります。連携の戦略的な目標としては、「難病診断支援技術の体系化により、医療の

高度化・効率化をめざす」を掲げます。その背景として、我が国の医療費が増大し、治療の費用対効果が見直

されている中、診断や治療が困難な疾患（難病）の一定数が、いわゆる「一般的な疾患」の中に紛れ込み、必

要以上の検査を受けている、あるいは効果が期待できない（患者の QOL 向上につながらない）投薬や治療を

受けているという現状があります。こうした難病のうち一定数以上の患者が存在する疾患＊2 を早期に的確に診

断することができれば、医療経済上の効果が大きいと考えられます。 

難病診断に関わる知見を人工知能（AI）や ICT も活用して体系化することや診断を支援する医療機器等を開

発することは、これらの疾患に関する新薬や新規治療技術等の開発に戦略的・集中的に取り組むことにつな

がります。 
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 東京医科歯科大学は、多数の臨床機関とのネットワークの下、我が国の難病等に関する最新・最先端の知

見を数多く有しています。一方、日立は、画像診断装置や放射線治療システム等の医療機器、医療情報シス

テム、ITを活用した医療サービス等に関する数多くの強みを有しています。今回の連携では、両者のこうした強

みを活かし、臨床と開発が一体となった体制の構築につながるものと考えています。 

 

  *1 TMDU：東京医科歯科大学（Tokyo Medical and Dental University） 

*2 本連携においては、一定数以上の患者が存在するこれらの難病を「コモン難病」と総称することとしています。 

 

【問い合わせ先】 

＜連携内容に関すること＞ 

東京医科歯科大学 統合研究機構 産学連携研究センター 

〒113-8510 東京都文京区湯島 1-5-45 

TEL：03-5803-5346 FAX:03-5803-0286 

E-mail：morita.tlo@tmd.ac.jp 

 

株式会社日立製作所 ヘルスケアビジネスユニット 経営戦略室 [担当：竹下] 

〒110-0015 東京都台東区東上野二丁目 16 番 1 号 上野イーストタワー 

TEL：03-6284-3724(直通) 

 

＜報道に関すること＞ 

東京医科歯科大学 総務部総務秘書課広報係 

〒113-8510 東京都文京区湯島 1-5-45 

TEL：03-5803-5833 FAX：03-5803-0272 

E-mail：kouhou.adm@tmd.ac.jp 

 

以上 


